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○守山市週休２日取組工事実施要領 

令和６年４月１日 

訓令第15号 

(目的) 

第１条 建設業界では若手や女性技術者を中心とする将来の担い手確保が重要な課題であ

り、工事現場における労働環境の改善が求められる中、より多くの建設会社がその必要

性を認識し、工事期間における休日の確保および余裕のある工期設定の拡大する機運を

醸成していくことが重要である。 

本要領では、週休２日を導入および定着させていくことで、ワーク・ライフ・バラン

スの促進と良好な職場環境づくりを目指すため制定するもの。 

(概要) 

第２条 発注者が、週休２日に取り組む週休２日取組工事 （以下「週休２日工事」という。）

を実施し、毎週土曜日および日曜日を休日とする週休２日を促進する。ただし、工事内

容によっては、特定した２曜日を休日とすることができる。 

２ 週休２日工事については、市が発注する全ての工事を対象とする。ただし、災害に伴

う緊急工事、応急工事、単価契約工事、維持作業および現地作業が１週間に満たない工

事、その他現場状況等により週休２日工事の実施が困難な工事は週休２日工事の対象外

とする。 

(定義) 

第３条 「週休２日」の定義は、「工事着手日から工事完了日までの土曜日と日曜日(また

は特定した２曜日)に現場閉所を行ったと認められる状態」とする。 

２ 「現場閉所」の定義は、「現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場

事務所が閉所される状態をいう。ただし、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必

要な作業を行う場合を除くもの。」とする。 

３ 対象外の期間は以下の(１)および(２)の期間をいう。１週間は月曜日から日曜日まで

とする。 

(１) 次に該当する期間を含む週単位の期間とする。 

ア 契約日から現場施工に着手するまでの期間(現場事務所の設置、資機材の搬入また

は仮設工事等を開始するまでの期間) 

イ 工期の終期日から20日前または工事完了日のうち早い日から工期の終期日までの

期間 

ウ 工場製作のみの期間 
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エ 工事全体を一時中止している期間 

オ 夏季休暇(３日)、年末年始(12月29日から１月３日までの６日間) 

(２) 以下の項目を休暇日に行う場合、その日を含む週単位の期間 

ア 緊急時対応等(現場での事故等を含む) 

イ 天災等により現場が被災した場合、または、被災を回避するため突発的な作業 

ウ 発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する作業 

エ その他、現場条件等により監督職員の指示に基づき休暇日に行う作業 

４ 祝祭日ならびに天候(降雨、降雪等)により休工とした日は、前項第１号および第２号

の対象外の期間とはしない。 

５ 工事の完了日は、工事請負契約の履行した通知である工事完了届書を提出した日をい

う。 

(実施方法) 

第４条 入札段階(入札公告・通知、特記仕様書)で、週休２日工事の対象であることを明

記する。週休２日は、原則として「土日」または「特定した２曜日」とするが、施工条

件、施工場所等により、これによりがたい場合は、発注者が事前に入札公告等により明

示を行う。または、受注者から提出される施工計画書に記載した工事工程表等により、

協議を行うものとする。 

(１) 特記仕様書記載例 

本工事は、週休２日に取り組む工事である。 

(２) 工事着手前 

週休２日の取組みに当たり以下の点の確認等を行い、受注者の責によらない理由で

週休２日に取り組むことが不可能な場合は工期について協議を行い、監督職員は必要

に応じて工期を変更する。 

ア 受注者が、休暇日を明示した工事工程表を作成した上で、監督職員と工程を協議

し、土曜日と日曜日(または特定した２曜日)を休暇日とする週休２日が実施できる

ことを確認する。工事工程表により確認できない場合は、工事工程表を再提出、再

協議により確認する。 

イ 「工事工程表」「工事施工体制」について、週休２日の実施が可能か否かの観点

により、受発注者により確認し、工期に影響のある事項を共有する。 

ウ 対象外となる作業が事前に確認できるものについては、事前に協議を行う。 

(３) 工事実施期間中 

ア 当該工事が「週休２日工事」であることを示す看板(以下「週休２日看板」という。)
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を工事現場で一般の方の目につきやすい場所に掲示する。 

イ 週休２日看板は、受注者の負担により適切な場所に設置し、工事期間中も受注者

が管理する。 

ウ 週休２日看板のサイズは問わないが、一般の通行者等が確認しやすいよう工夫す

る。 

エ 監督職員は、必要に応じて実施状況を確認する。 

（４）工事完了時 

   対象期間内全ての週の実施状況について、工事日報等により受発注者で確認する。 

(現場閉所の確認方法等) 

第５条 受注者は、現場閉所日実績を打合せ簿等により報告をする。 

２ 発注者は書類の作成負担等にも考慮し、閉所予定・実績が記載された既存資料により

実績報告のあった現場閉所を確認するものとする。 

(評価) 

第６条 現場閉所の実施状況に応じて、工事成績評定により評価を行う。 

２ 受注者は任意様式により現場閉所の実施結果を監督職員に報告し、監督職員とともに

当該実施結果を確認する。 

３ 工期延期等、工期に変更があった場合、対象は変更後の工期とする。 

４ 第３条第３項の対象外の期間を除き、工事実施期間中に休暇日の確保が困難な事象が

生じても、原則、評価の対象期間の計算から控除しない。 

(適切な工期設定について) 

第７条 発注者は、週休２日の推進を図るため、適正な工期設定に努めるものとする。 

２ 土木工事の工期設定に当たっては、滋賀県が定める「土木工事における適切な工期設

定のためのガイドライン」を参考にするものとする。 

滋賀県のガイドラインは、下記の滋賀県のホームページで閲覧ができる。 

【URL】https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/gizyutsu/303590.html 

(その他) 

第８条 この要領に定めのないことは、受発注者間の協議により決定する。 

付 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

  付 則 

（施工期日） 

この要領は、令和８年８月１日から施行する。 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/gizyutsu/303590.html
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（経過措置） 

この訓令の施行の際、改正前の要領に基づき市が設計した工事については 、なお従前の

例による。 


